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判が行われる公判請求事件は、検察庁全体の処理人員の 7 ～ 8 ％、簡裁での書面審理で罰金刑の略
式命令が発せられる略式起訴が全体の27～28％、少年等に係る家裁送致が全体の 9 ～10％、不起訴
が全体の55～56％で、そのほとんどが起訴猶予となっています。この数字を見てもお分かりのとお
















































































































































































































































































































































































































































































S. Kanoh CHUKYO LAWYER
場合もあり得るでしょう。最近の裁判例のように、供述の任意性はクリヤーしても、信用性で証拠
採用を却下されるようなケースでは、判断のベースとなる土俵が拡張され、余りにもバリエーショ
ンが多様で、いかなる態様の取調べが問題となり得るのか、予測が困難です。例えば、先程の厚生
労働省女性局長の無罪事件でも大阪地裁はその手法を採りましたし、小沢一郎関係での政治資金規
正法違反事件でも東京地裁は同様の手法で、検察官調書の多くを証拠採用しませんでした。恐らく、
日弁連等が、幾つかの冤罪事件などを踏まえて取調べの可視化を求める時代の流れは、止めようが
ないと思います。検察もそれはよく分かっていると思います。ただ、その場合に、現状の法制度の
ままで、それを受け入れて、検察としての責務が全うできるのか、という問題があります。大方の
法務・検察の認識は、そうした疑いを抱かれるような取調べをしなくても、供述が得られやすいよ
うな一定の法環境の整備ができれば、受け入れもやむなしと言うところではないでしょうか。例え
ば、アメリカなどで行われている司法取引の導入とか、一般会話の盗聴など警察・検察側にも新た
な武器を与えることもその選択肢の一つと考えられております。
2  検察修習を受けるに当たってのアドバイス
私は、検察修習では、司法修習生の皆さんに、志望のいかんを問わず、指導担当検事や検察事務官
の外、修習に関与する他の検事らともできるだけ親しんで、実際の検察官らの人となりや仕事ぶり
に触れ合って欲しいと思います。昔の修習と違って、今は、修習期間が随分短くなった反面、修習
生の人数は増えていますので、呑気に構えていると、いつの間にか検察修習は終わっていたという
ことになりかねません。昔から大方の修習生にとって、実務修習で一番人気があって思い出に残る
のは検察修習と言われていました。献身的な指導係の検事や事務官を中心に、全庁を挙げて修習生
のお世話をしようという気風は今でも検察庁に残っております。中でも、取調べ修習は、刑事事件
に関係する被疑者・参考人・被害者ら社会の様々な人々に、指導係検事の関与の下で、取調べの形
で直接接する場となるわけですが、人の話を聞く、人から話を聞き出すという法曹にとって極めて
重要なスキルを体験する場ですから、事件の軽重を問わず、精一杯取り組んで欲しいと思います。
取り調べる側の検察官の立場だけの視点で事件を見るのではなく、立場を替えて、取り調べられる
側の立場に立って見てみると、事件の筋の見方が違ってくることも体験できるかもしれません。ま
た、否認事件では、いかに、軽微な事件であろうとも、被疑者は、容易に自白するものではないこ
とも体験することでしょう。もし、検察官への任官希望があるならば、検察実務修習でしっかり頑
張ってアピールをしてください。実務修習での評価や検察官への任官意欲の強さ、検察官としての
適性などを見ております。現状では、採用者数よりも検察官任官希望者の方が多い実情にあること
をしっかり頭に置いて修習に取り組んでください。この法科大学院から検事が誕生することを期待
しております。
3  ストーカー事例の被害者支援について
　ストーカー被害が多発し、社会現象としても放置できない状況となり、その法規制として、平成
12年にストーカー行為等の規制に関する法律が制定・施行されました。これまで報道された事例で
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も、警察がストーカー被害の被害者らから、保護の相談や相手方への対応の要請を受けながら、こ
れを軽視し、あるいは、親身な対応を怠ったため、被害者や家族らが殺傷されるような重大な事態
に至った例もあります。警察の対応への社会の批判は相当高まっており、警察側でも、こうした事
案の検証や被害関係者への謝罪、担当者らの処分が行われるなど、組織全体としてこの種事案への
取り組みを改善強化する方向に向かっております。おそらく、質問者の体験したような警察の丁寧
かつ親身な対応は、こういう流れに沿ったものであるとともに、質問者自身が被害事実・状況など
をきちんとメモに記録され、時系列に添って分かりやすく説明されたことも警察官側の対応に大い
に影響したのではないかと思います。ストーカー事案は、男女間の交際関係のもつれや、他方への
一方的恋愛感情、あるいは、離婚者間での問題など、刑事事件か否かの判断がしにくい領域に介在
する問題だけに、警察としても直接介入がしずらい問題を含んでいます。警察権は、市民生活にみ
だりに立ち入らないという「警察消極の原則」が支配的ですので、こうした慎重かつ消極的な警察
の姿勢が、結果として手遅れの悲惨な事態を招く原因ともなっているわけです。ただ、かつての警
察と違って、時代の様相や社会の状況が激しく変化したことに伴い、警察がカバーし、対応しなけ
ればならない事象が大幅に広がってきております。大げさに言えば、何でもかんでも、まず、警察
に話しを持ち込むと言うに近い状況もありますから、限られた人員で対応する警察官の方も大変な
わけです。我々は警察の対応のまずさだけを非難するのではなく、こうした警察の置かれた現状へ
の一定の理解をも含めたバランスも考慮した議論をしながら、こうした問題への警察の適正な権限
の行使が行われるよう見守っていくことが重要と考えます。この点では、弁護士会や個々のケース
で被害者らの相談に応じ、これを支援する弁護士が果たす役割も大変大きいと思います。
